
トヨタ女性技術者育成基金 奨学制度 保証委託及び保証約款 
 

本制度の利用を申請する者（以下「甲」といいます）及び甲の連帯保証人（以下「乙」といいます）は、トヨタ女性技術者育成基金奨学制度（以下

「本制度」といいます）に基づき、以下のとおり、トヨタ技術者育成基金（以下「基金」といいます）との間で保証委託契約及び保証契約（以下、あ

わせて「本契約」といいます）を締結します。なお、以下、基金が指定する金融機関を「金融機関」、金融機関が指定する保証会社を「保証会

社」といいます。 

 

第 1 条 （基金に対する保証委託の範囲及び成立） 

１)甲は、基金に対し、本制度において保証会社が金融機関に対して保証履行を行ったことにより発生する、保証会社の甲に対する求償権

に係る債務、求償権発生後に生じる遅延損害金支払債務その他一切の金銭債務について、基金が連帯保証することを委託します。 

２)前項の基金に対する保証委託契約は、甲と金融機関との間で金銭消費貸借契約等（以下「原契約等」という）が締結され、金融機関から

甲に対して貸付金の交付がなされた時点で成立します。 

第 2 条 （連帯保証等） 

1）乙は、基金が保証会社に対して保証履行したことにより発生する基金の甲に対する求償権に係る一切の債務、求償権発生後に生じる遅

延損害金支払債務その他一切の金銭債務につき、甲と連帯して保証します。 

2）乙は、基金に対して求償権を取得した場合であっても、当該求償権を基金に対して行使しないものとします。 

3）乙は、甲に対して求償権を取得した場合であっても、甲が基金に対して本制度に関する債務を負担するときは、基金の同意がなければ、

甲に対して当該求償権の行使をしてはならないものとします。 

4）前各項の定めに違反し乙が基金に損害を与えた場合には、乙は、直ちに基金に対して損害を賠償するものとします。 

第 3 条 （保証債務の履行等） 

1）甲は、保証会社が金融機関に対して保証履行したことにより甲が保証会社に対して負う求償債務について、基金が保証会社から保証履

行請求を求められたときには、基金が甲に対して通知又は催告することなく保証履行することに同意します。 

2）基金が保証会社に対して保証履行した場合、甲及び乙は、保証会社が甲及び乙に対して有していた一切の権利が基金に承継されること

に異議ありません。 

3)前項により基金が承継した権利を行使する場合、原契約及び本契約の各条項が適用されるものとします。 

4)甲は、基金から求償権を行使された場合には、その一切の金銭債務について、直ちにその全額を支払うものとします。 

5)乙は、基金から保証債権を行使された場合には、その一切の金銭債務について、直ちにその全額を支払うものとします。 

第 4 条 （求償権の事前行使） 

1)甲又は乙が次のいずれかに該当した場合、甲及び乙は、基金による保証履行前であっても、残債務の全部又は一部について基金から求

償権を行使されても異議ありません。 

①金融機関、保証会社又は基金に対する債務の一つでも履行を怠ったとき。 

②保全処分、強制執行、競売の申立、破産手続の開始の申立又は民事再生手続開始の申立があったとき。 

③租税公課の滞納処分、又は手形交換所若しくは電子債権記録機関の取引停止処分を受けたとき。 

④原契約又は本契約の条項に違反したとき。 

⑤その他債権保全のため基金が必要と認めたとき。 

2)基金が前項により求償権を行使する場合、甲及び乙は、原契約に基づく債務に担保があるか否かを問わず求償に応じるものとし、債務

の免責請求や求償債務を免れるための供託若しくは担保提供はいたしません。 

第 5 条 （弁済の充当順位） 

甲及び乙の弁済した金額が基金に対する債務全額を消滅させるに足りない場合には、甲及び乙は、基金が適当と認める方法により充当さ

れても異議ありません。 

第 6 条 （通知義務等） 

1)甲及び乙の財産、経営、職業、地位、業況等について基金から求められた場合、甲及び乙は、直ちに基金に対して通知し、また、資料閲

覧その他の調査に協力します。 

2)前項の事項に重大な変動が生じ、又は生じる恐れがある場合には、甲及び乙は、直ちに基金に通知し、基金の指示に従います。 

3)甲及び乙は、氏名、住所、勤務先等の届出事項に変更があった場合には、直ちに基金に対して通知します。 

4)甲又は乙が前項の届出を怠ったため、基金が甲又は乙から届出のあった氏名、住所に宛てて通知又は送付書類を発送した場合には、

延着又は到着しなかったときでも、通常到達すべきときに到着したものとみなします。 

5)甲及び乙は、前各項の通知等を怠ったことにより基金に損害が生じた場合には、これを賠償します。 

第 7 条 （保証の中止） 

1)原契約等又は第 1 条に基づく保証委託の有効期間内であるか否かを問わず、基金が必要と認めた場合、甲は、基金が甲の委託に基づく

保証を中止しても異議ありません。 

2)前項により保証が中止された場合であっても、既に発生している保証会社の甲に対する求償権に係る基金の保証債務は存続します。た

だし、基金の保証債務が免責される事由が生じた場合はこの限りではありません。 

第 8 条 （本契約の変更） 

1)基金はいつでも本契約に係る約款を変更できるものとし、この場合、基金は甲及び乙に対して通知又は基金が相当と認める方法で公表

します。 

2)変更内容に関する通知又は公表がなされた後に、甲又は乙が原契約又は本契約に関する取引をした場合には、基金は、甲及び乙がそ

の変更内容を承諾したものとみなします。 

第 9 条 （費用負担） 

甲及び乙は、基金が債権保全のために要した費用並びに求償権の保全若しくは行使に要した費用を負担します。 

第 10 条 （保全） 

甲は、基金から連帯保証人の提供若しくは変更又は新たな担保を求められた時は、遅滞なくこれに応じ、一切の異議を申し立てません。 

 

 

 

第 11 条(反社会的勢力の排除) 

  甲及び乙は、現在及び将来にわたって、自己、または自己の代理もしくは媒介する者その他関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団準

構成員、暴力団関係企業、その他暴力団もしくは暴力団員を不当に利用する者、暴力、威力もしくは詐欺的手法を駆使して経済的利益

を追求する者、またはこれらの者と密接な関係を有するものに該当しないことを確約する。 

第 12 条 （準拠法・合意管轄） 

1）この契約に基づく甲及び乙と基金との間の取引の契約準拠法は、日本法とします。 

2）この契約に基づく取引に関し訴訟の必要が生じた場合には、基金の所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所と定めます。 

第 13 条 （同意） 

甲が未成年者である場合、乙は、甲が基金及び乙に対して連帯保証を委託することについて同意します。 

 

 

トヨタ女性技術者育成基金 奨学制度 個人情報の取り扱いに関する同意書 
 

1）甲及び乙は、基金が、甲及び乙の個人情報を以下の利用目的の達成に必要な範囲内で利用及び保存等することに同意します。 

①本制度に係る審査のため 

②本制度に係る権利の保全、管理、変更及び権利行使のため。 

③基金内における利用者調査及び分析並びに事業の開発、研究のため。 

④本制度に基づく甲への利子補給その他本制度の円滑な遂行及び運営のため。 

2)甲及び乙は、基金が、甲及び乙の個人情報を利用目的の範囲内で、トヨタ自動車株式会社他基金参加企業９社及び運営委託会社へ 

提供することに同意します。 

3）甲及び乙は、基金、金融機関及び保証会社が、相互に本制度の運営等に係る事務処理等に必要な甲及び乙に関する情報（氏名，生

年月日，郵便番号，住所，借入月日，借入総額，借入利率，返済年月日，借入金残高，補給対象利子等発生期間（日数），補給対象利

子等金額，最終返済期日甲の借入情報、提出書類等の写し等）を提供することに同意します。 

4）甲及び乙は、基金が別途定める手続に従い、法令等の範囲内で基金に対して自己の個人情報を開示するよう求めることができます。 

5）基金が保有・登録している個人データの内容に不正確又は誤りがある場合には、甲及び乙は、基金が別途定める手続に従い、法令等

の範囲内で訂正又は削除を求めることができます。 

6）個人情報に関するお問合せは、【基金事務局（０５６５-２３-１６１７）】まで連絡するものとします。 

7）甲が未成年者である場合、乙は、甲が個人情報の利用同意に同意することについて同意します。 

 

 

（申請者） 

 

平成   年   月   日 

 

住所 

 

氏名                              印 

 

（連帯保証人 親権者） 

 

平成   年   月   日 

  

住所 

  

氏名                              印 

 

 

 

 

 

 

基金提出用 



トヨタ女性技術者育成基金 奨学制度 保証委託及び保証約款 
 

本制度の利用を申請する者（以下「甲」といいます）及び甲の連帯保証人（以下「乙」といいます）は、トヨタ女性技術者育成基金奨学制度（以下

「本制度」といいます）に基づき、以下のとおり、トヨタ技術者育成基金（以下「基金」といいます）との間で保証委託契約及び保証契約（以下、あ

わせて「本契約」といいます）を締結します。なお、以下、基金が指定する金融機関を「金融機関」、金融機関が指定する保証会社を「保証会

社」といいます。 

 

第 1 条 （基金に対する保証委託の範囲及び成立） 

１)甲は、基金に対し、本制度において保証会社が金融機関に対して保証履行を行ったことにより発生する、保証会社の甲に対する求償権

に係る債務、求償権発生後に生じる遅延損害金支払債務その他一切の金銭債務について、基金が連帯保証することを委託します。 

２)前項の基金に対する保証委託契約は、甲と金融機関との間で金銭消費貸借契約等（以下「原契約等」という）が締結され、金融機関から

甲に対して貸付金の交付がなされた時点で成立します。 

第 2 条 （連帯保証等） 

1）乙は、基金が保証会社に対して保証履行したことにより発生する基金の甲に対する求償権に係る一切の債務、求償権発生後に生じる遅

延損害金支払債務その他一切の金銭債務につき、甲と連帯して保証します。 

2）乙は、基金に対して求償権を取得した場合であっても、当該求償権を基金に対して行使しないものとします。 

3）乙は、甲に対して求償権を取得した場合であっても、甲が基金に対して本制度に関する債務を負担するときは、基金の同意がなければ、

甲に対して当該求償権の行使をしてはならないものとします。 

4）前各項の定めに違反し乙が基金に損害を与えた場合には、乙は、直ちに基金に対して損害を賠償するものとします。 

第 3 条 （保証債務の履行等） 

1）甲は、保証会社が金融機関に対して保証履行したことにより甲が保証会社に対して負う求償債務について、基金が保証会社から保証履

行請求を求められたときには、基金が甲に対して通知又は催告することなく保証履行することに同意します。 

2）基金が保証会社に対して保証履行した場合、甲及び乙は、保証会社が甲及び乙に対して有していた一切の権利が基金に承継されること

に異議ありません。 

3)前項により基金が承継した権利を行使する場合、原契約及び本契約の各条項が適用されるものとします。 

4)甲は、基金から求償権を行使された場合には、その一切の金銭債務について、直ちにその全額を支払うものとします。 

5)乙は、基金から保証債権を行使された場合には、その一切の金銭債務について、直ちにその全額を支払うものとします。 

第 4 条 （求償権の事前行使） 

1)甲又は乙が次のいずれかに該当した場合、甲及び乙は、基金による保証履行前であっても、残債務の全部又は一部について基金から求

償権を行使されても異議ありません。 

①金融機関、保証会社又は基金に対する債務の一つでも履行を怠ったとき。 

②保全処分、強制執行、競売の申立、破産手続の開始の申立又は民事再生手続開始の申立があったとき。 

③租税公課の滞納処分、又は手形交換所若しくは電子債権記録機関の取引停止処分を受けたとき。 

④原契約又は本契約の条項に違反したとき。 

⑤その他債権保全のため基金が必要と認めたとき。 

2)基金が前項により求償権を行使する場合、甲及び乙は、原契約に基づく債務に担保があるか否かを問わず求償に応じるものとし、債務

の免責請求や求償債務を免れるための供託若しくは担保提供はいたしません。 

第 5 条 （弁済の充当順位） 

甲及び乙の弁済した金額が基金に対する債務全額を消滅させるに足りない場合には、甲及び乙は、基金が適当と認める方法により充当さ

れても異議ありません。 

第 6 条 （通知義務等） 

1)甲及び乙の財産、経営、職業、地位、業況等について基金から求められた場合、甲及び乙は、直ちに基金に対して通知し、また、資料閲

覧その他の調査に協力します。 

2)前項の事項に重大な変動が生じ、又は生じる恐れがある場合には、甲及び乙は、直ちに基金に通知し、基金の指示に従います。 

3)甲及び乙は、氏名、住所、勤務先等の届出事項に変更があった場合には、直ちに基金に対して通知します。 

4)甲又は乙が前項の届出を怠ったため、基金が甲又は乙から届出のあった氏名、住所に宛てて通知又は送付書類を発送した場合には、

延着又は到着しなかったときでも、通常到達すべきときに到着したものとみなします。 

5)甲及び乙は、前各項の通知等を怠ったことにより基金に損害が生じた場合には、これを賠償します。 

第 7 条 （保証の中止） 

1)原契約等又は第 1 条に基づく保証委託の有効期間内であるか否かを問わず、基金が必要と認めた場合、甲は、基金が甲の委託に基づく

保証を中止しても異議ありません。 

2)前項により保証が中止された場合であっても、既に発生している保証会社の甲に対する求償権に係る基金の保証債務は存続します。た

だし、基金の保証債務が免責される事由が生じた場合はこの限りではありません。 

第 8 条 （本契約の変更） 

1)基金はいつでも本契約に係る約款を変更できるものとし、この場合、基金は甲及び乙に対して通知又は基金が相当と認める方法で公表

します。 

2)変更内容に関する通知又は公表がなされた後に、甲又は乙が原契約又は本契約に関する取引をした場合には、基金は、甲及び乙がそ

の変更内容を承諾したものとみなします。 

第 9 条 （費用負担） 

甲及び乙は、基金が債権保全のために要した費用並びに求償権の保全若しくは行使に要した費用を負担します。 

第 10 条 （保全） 

甲は、基金から連帯保証人の提供若しくは変更又は新たな担保を求められた時は、遅滞なくこれに応じ、一切の異議を申し立てません。 

 

 

 

第 11 条(反社会的勢力の排除) 

  甲及び乙は、現在及び将来にわたって、自己、または自己の代理もしくは媒介する者その他関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団準

構成員、暴力団関係企業、その他暴力団もしくは暴力団員を不当に利用する者、暴力、威力もしくは詐欺的手法を駆使して経済的利益

を追求する者、またはこれらの者と密接な関係を有するものに該当しないことを確約する。 

第 12 条 （準拠法・合意管轄） 

1）この契約に基づく甲及び乙と基金との間の取引の契約準拠法は、日本法とします。 

2）この契約に基づく取引に関し訴訟の必要が生じた場合には、基金の所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄裁判所と定めます。 

第 13 条 （同意） 

甲が未成年者である場合、乙は、甲が基金及び乙に対して連帯保証を委託することについて同意します。 

 

 

トヨタ女性技術者育成基金 奨学制度 個人情報の取り扱いに関する同意書 
 

1）甲及び乙は、基金が、甲及び乙の個人情報を以下の利用目的の達成に必要な範囲内で利用及び保存等することに同意します。 

①本制度に係る審査のため 

②本制度に係る権利の保全、管理、変更及び権利行使のため。 

③基金内における利用者調査及び分析並びに事業の開発、研究のため。 

④本制度に基づく甲への利子補給その他本制度の円滑な遂行及び運営のため。 

2)甲及び乙は、基金が、甲及び乙の個人情報を利用目的の範囲内で、トヨタ自動車株式会社他基金参加企業９社及び運営委託会社へ 

提供することに同意します。 

3）甲及び乙は、基金、金融機関及び保証会社が、相互に本制度の運営等に係る事務処理等に必要な甲及び乙に関する情報（氏名，生

年月日，郵便番号，住所，借入月日，借入総額，借入利率，返済年月日，借入金残高，補給対象利子等発生期間（日数），補給対象利

子等金額，最終返済期日甲の借入情報、提出書類等の写し等）を提供することに同意します。 

4）甲及び乙は、基金が別途定める手続に従い、法令等の範囲内で基金に対して自己の個人情報を開示するよう求めることができます。 

5）基金が保有・登録している個人データの内容に不正確又は誤りがある場合には、甲及び乙は、基金が別途定める手続に従い、法令等

の範囲内で訂正又は削除を求めることができます。 

6）個人情報に関するお問合せは、【基金事務局（０５６５-２３-１６１７）】まで連絡するものとします。 

7）甲が未成年者である場合、乙は、甲が個人情報の利用同意に同意することについて同意します。 

 

 

（申請者） 

 

平成   年   月   日 

 

住所 

 

氏名                              印 

 

（連帯保証人 親権者） 

 

平成   年   月   日 

  

住所 

  

氏名                              印 

 

 

 

 

 

 

申請者用控え 


